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研究要旨 

  本研究班においては、本年度は薬剤耐性（AMR）対策アクションプランの「感染予防・管理」

の面において重要な要素となる、耐性菌検出法の開発、CPE 感染対策フローチャートの作成、

多剤耐性グラム陰性桿菌検出時の環境管理、感染制御の地域連携ネットワークの構築に着手

し、一部は学会のポジションペーパーに掲載予定である。また、高齢者介護施設における薬

剤耐性菌対策の現状と問題点をアンケート調査し、次年度以降の感染制御指針策定に大いに

参考になる基礎資料を得た。さらに我が国で策定されている市中感染症治療に対するガイド

ラインを AGREEII で評価し、問題点を明らかにした。 

  「動向調査・監視」の面においては、我が国での抗菌薬使用データを解析し、内服薬・注

射薬の使用状況の特徴を明らかにするとともに、今後地域連携ネットワークに基づいた感染

制御に必須となる情報共有システムである RICSS の開発を支援し、データソースによらない

抗菌薬使用量・解析システムである DUAS を開発した。 
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Ａ. 研究目的 

多剤耐性アシネトバクター（MDRA）やカルバ

ペネム耐性腸内細菌科細菌（CRE）などの多剤

耐性菌の世界的な蔓延を受けて、薬剤耐性菌対

策は先進国、発展途上国ともに喫緊の課題とな

っている。そのような状況の中、2016 年 4 月に

我が国でも「薬剤耐性（AMR）対策アクション

プラン」が発出され、2020 年までの我が国の包

括的な薬剤耐性菌対策が提示された。その内容

は「普及啓発・教育」、「動向調査・監視」、「感

染予防・管理」、「抗微生物薬の適正使用」、「研

究開発・創薬」、「国際協力」の 6項目からなっ

ている。 

本研究では、我が国の「AMR 対策アクション

プラン」の 6項目のうち主に「動向調査・監視」、

「感染予防・管理」の面で特に地域連携連携ネ

ットワークをベースとした感染制御の質を向

上させる成果を生み出すものである。「動向調

査・監視」においては、地域連携ネットワーク

で感染対策のプロセスやアウトカムの幅広い

指標の情報共有が可能となるシステムである

地域感染制御サーベイランスシステム（RICSS）

の開発を支援する。さらに抗菌薬使用量モニタ

リングとデータ解析が可能な抗菌薬使用動向

調査システム（JACS）の維持と拡大、さらには

医療機関における抗菌薬使用をレセプトデー

タから処方ベースで容易に集計・解析できる新

たなシステムを開発する。 

また「感染予防・管理」の面では、近年問題

となってきているカルバペネム耐性腸内細菌
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科細菌（CRE）に対する対策、多剤耐性菌を想

定した環境対策についてまとめ、不明なことの

多い高齢者施設での感染対策活動の内容を明

らかにするアンケート調査、地域連携ネットワ

ークの構築と課題等についてまとめた。 

 

Ｂ. 対象と方法 

1）医療機関における多剤耐性菌の感染制御に

関する研究（名古屋大学 八木哲也） 

a)一般の細菌検査室で実施可能な標準的β-ラ

クタマーゼの型鑑別法の開発 

腸内細菌科が疑われるグラム陰性菌で、

CTX-MIC>1g/mL, または CTRX-MIC>1g/mL, ま
たは CAZ-MIC>1g/mL のいずれかの条件を満た

す株を対象とし、Muller-Hinton 培地に接種し、

図1に示すように薬剤感受性用ディスクを配置

する。ディスク周囲の発育阻止円の形状変化で、

菌が持つβ-ラクタマーゼの型を鑑別する方法

を考案し、評価した。 

図 1．薬剤感受性ディスクの配置 

 

b) CPE検出時のアウトブレイクに準じた感染対

策フローチャートの作成 

海外での CPE によるアウトブレイクの報告を

もとに CRE、特に CPE が検出された場合の「ア

ウトブレイクに準じた」感染対策をまとめ、そ

れを実践的なフローチャートにまとめた。 

 

2）薬剤耐性グラム陰性桿菌に対する感染制御

に関する研究−病院環境との関連について

（金沢医科大学 飯沼由嗣） 

 薬剤耐性グラム陰性桿菌（多剤耐性アシネト

バクター（MDRA）、多剤耐性緑膿菌（MDRP）、ESBL 

産生腸内細菌科細菌（ESBL 産生菌）、カルバペ

ネム耐性腸内細菌科細菌（CRE）、カルバペネマ

ーゼ産生グラム陰性桿菌）による院内感染アウ

トブレイクの国内外の文献を医中誌 WEB（国内）

および PubMed（海外）により抽出した。更に、

これらの文献の中で、病院環境の耐性菌による

汚染がアウトブレイクの原因となった報告に

ついて、その内容を整理した。 

 

3）地域サーベイランスに基づいた薬剤耐性対

策（広島大学 大毛宏喜） 

 広島大学を中心とした「広島大学院内感染症

プロジェクト研究センター」を中心とした地域

での菌株収集と疫学解析の仕組みがあり、この

センターの薬剤耐性サーベイランス機能の評

価を行った。また、薬剤耐性対策を地域レベル

で行う際のモデルとなる実践的なAMR対策を広

島大学病院内で構築したが、その有効性と問題

点について検討した。 

 

4）介護施設における薬剤耐性菌対策について

の研究（岐阜大学 村上啓雄） 
 2016 年 4 月 1 日現在、岐阜県健康福祉部高齢

福祉課に登録している岐阜県内の介護保険施

設は、特別養護老人ホーム(特養)174 床、介護老

人保健施設(老健)79 床、介護療養型医療施設(療
養病床)52 床の合計 298 施設であった。また、

特養の入所病床数は 10,824 床、ショートステイ

利用可能数は 2,142 人、同様に老健ではそれぞ

れ、6,793 人、2,015 人、また療養病床の定員は

病院 3,266 人、診療所 228 人で、これらを合計

すると、岐阜県内介護保険施設利用可能者数は

25,265 人であった。これらの老人介護施設で実

施されている感染対策の内容についてアンケ

ートを作成し、併設施設の重複を除いた 232 施

設にアンケートを送付して調査を実施した。 
5）外来での抗菌薬適正使用を促す手法について
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の研究（東北大学 具 芳明） 

 日本の外来診療で重要と考えられる疾患を抽出

するため、海外ですでに使われている外来感染症

診療ガイド（ベルギーとスウェーデンのもの）を参照

して疾患をリストアップした。この検討で挙げられた

感染症について、国内の関係学会のホームペー

ジや医学書書店の通販サイトを検索して国内ガイ

ドラインを検索し、入手した。このようにして収集し

た各国内ガイドラインをガイドライン作成過程にお

ける作成手法の厳密さと透明性を評価するツール

である、AGREEII（Appraisal of Guidelines for  

Research＆Evaluation II,  

http://www.agreetrust.org/）を用いて評価した。 

 

6）抗菌薬使用動向調査の活用に関する研究 
（三重大学 村木優一） 

a)販売量に基づいた我が国における抗菌薬使

用動向調査 
 IMS ジャパン株式会社より 2009、2011、2013
年における販売量データを入手した。成分毎に
集計し、以下の式に従い 1 日あたりの 1,000 住
民に対する使用密度を算出した。 
      年間使用量（g）    
   DDD×人口（人）×365（日） 
DDD: Defined Daily Dose 
b) JACS と RICSS との連携体制の構築 

入院患者を対象とした注射用抗菌薬使用量に
加え施設情報も集計・解析する JACS の Web シ
ステムで登録したデータを感染制御地域連携支
援システム（RICSS：東海大学 藤本修平）と
連携させるため、連携用のファイル形式やマス
ター情報の共有化を行った。また JACS への施
設登録を推進すると共に、三重県感染対策支援
ネットワーク（http://www.mie-icnet.org）におい
て JACS に登録されたデータを抽出し、三重県
における抗菌薬使用量調査を行った。 
c)データ形式に依存しない、抗菌薬使用量算出

方法の検討 
 抗菌薬使用量を算出する際のデータ形式は、
ナショナルデータベース（NDB）やレセプトデ
ータ、販売量など様々であり、いずれも先発品・
後発品、規格・剤形などの違いに対して成分や
系統毎に力価や投与日数を得なければならない。
また、成分や系統別、対象期間、対象施設・診
療科など、さまざま目的に応じて抗菌薬使用量
を表現するためには、膨大な手作業による計算

が必要であり、繁雑かつミスが発生しやすい状
態となっている。そのため、データ形式に依ら
ず抗菌薬使用量を算出することが可能なプログ
ラム（Drug Usage Aggregate System：DUAS）を
開発した。その際には NDB などのデータを効率
良く利用するため、有識者（京都大学 加藤源
太、三重大学 田辺正樹）も交えて議論し、NDB
などの有効利用方法について検討した。 
 
7）感染制御の地域連携支援と評価のためのツ

ールに関する研究（東海大学 藤本修平） 

 昨年度まで本研究班で仕様を固めていた
RICSSがAMEDからの資金により実開発されるこ
ととなったが、実質上開始が 7月からとなった
ため、それに先だって、仕様の検討、基本設計
の再確認を行った。また、事業化が決定したた
めに、事業に必要な仕様を再検討し、一部実装
に導いた。その中の一部としても用いられる予
定の「耐性菌条件警告・案内定義メッセージ」
（耐性菌の条件を定義し、その耐性菌が出たと
きのアクションについても定義が述べられて
いるテキストファイル）の見直しを行った。加
えて RICSS の双方向的な情報還元機能と、視覚
的データ還元を行う機能を活かし、AMR に関す
る情報還元を一元的に行う仕組みとして活用
する Dashboard 機能を提案し、具体的な実現の
方法を検討した。 

 

Ｃ. 研究結果 

1）医療機関における多剤耐性菌の感染制御に

関する研究（名古屋大学 八木哲也） 

a) 一般の細菌検査室で実施可能な標準的β-ラ

クタマーゼの型鑑別法の開発 

 ESBL産生菌に適用される第3世代セファロス

ポリンの MIC の基準を満たす菌株について、新

しいディスク法を使用し評価を行った。評価し

た株数が少なく評価は暫定的であるが、我が国

に多いIMP型メタロβ-ラクタマーゼ産生菌や、

複数のβ-ラクタマーゼ産生する菌のβ-ラク

タマーゼの型を識別することができた（図 2）。

今後はさらに株数を増やして評価を行う予定で

ある。 

 

 

DID= ×1,000 
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  図 2. E. cloacae 株（AmpC+メタロ） 

b)CPE 検出時の感染対策 
 欧米の CRE のアウトブレイクの報告は、
大部分が CPE、特に KPC 型カルバペネマー
ゼ産生菌のものであったが、近年 NDM 型や
OXA-48型のアウトブレイクの報告も見られ
てきていた。これらの報告の中で、実践し
た感染対策の要素が明確な報告は KPC 型カ
ルバペネマーゼ産生菌のものが多かった。
我が国では、IMP 型メタロβ-ラクタマーゼ
産生菌が多いが、取るべき感染対策につい
ては大きな差はないと考えられるので、KPC
型カルバペネマーゼ産生菌のアウトブレイ
クに対する対策について整理することとし
た。 
 KPC 型カルバペネマーゼ産生菌のアウト
ブレイクを終息させるために有効であった
感染対策は、有効性のある感染対策を列挙 

表 1. CPE アウトブレイク時の感染対策 

 
すると表 1 のようになる。CPE を漏れなく検

出・区別する検査システムの構築と共に、これ

らの感染対策を bundle として実践していくこ

とが必要である。これをより実践的にフローチ

ャートの形で書くと、図 3のようになる。 

 

  図 3．CPE 発生時の対応のフローチャート 

 

この感染対策のフローチャート等の資料は、

日本環境感染学会の多剤耐性菌感染制御委員

会が作成する、「多剤耐性グラム陰性菌感染制

御のためのポジションペーパー 第 2版」に掲

載予定である。 

 

2）薬剤耐性グラム陰性桿菌に対する感染制御

に関する研究−病院環境との関連について

（金沢医科大学 飯沼由嗣） 

薬剤耐性菌の環境中での生存期間と環境感

染リスク：グラム陽性の薬剤耐性菌と比較して

薬剤耐性グラム陰性桿菌では、菌種や環境条件

によっても様々であるが、1 年以上の長期にわ

たり生存すること場合もあることが報告され

ている。また、大腸菌やクレブシエラ属菌など

の腸内細菌科細菌では、MRSA や C. difficile
よりも、感染濃度（感染成立に必要な菌量）が

多いとの報告がある。 

 耐性菌に感染した患者退院後の同室入院患

者への環境感染リスクについては、アシネトバ

クターでは高いことが報告されている。 

薬剤耐性アシネトバクター（MDRA）：患者ベ

ッド周囲の様々な環境（高頻度接触面、ベッド

柵、人工呼吸器、枕、マットレス、ナースコー
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ル、カート類、ポンプ、モニターなど）から検

出される。更に、スタッフスペースの環境（机、

コンピューター、電子カルテ等）からも検出さ

れている。一方、水回りの汚染についての報告

は少ない。 

薬剤耐性緑膿菌（MDRP）：アシネトバクター

と比較して、様々な水回りを中心とした環境汚

染の報告が多い。具体的には、シャワー、シン

ク、バスタブ、トイレの椅子、浴室の椅子、自

動尿測定器などである。加えて、人工呼吸器の

汚染も報告されている。一般的な患者周辺環境

の汚染についての報告は少ない。 

ESBL 産生菌：シンクやシャワー室などの水回

りの他に、ベッド周囲の環境（ベッド柵、マッ

トレス、患者用ロッカー）への汚染も報告され

ている。菌種毎の比較では、大腸菌よりもクレ

ブシエラ属菌でより環境汚染がおきやすいと

の報告がある。 

CRE：シンクなどの水回りの報告が多いが、

ESBL 産生菌同様、ベッド周囲の環境（枕、ポン

プ、ベッドテーブル）への汚染も報告されてい

る。 

ガイドラインに基づく環境整備：3 つのガイ

ドライン（CDC Guidelines for environmental 

infection control in health-care facilities, 

2003. Management of Multidrug-Resistant 

Organisms In Healthcare Settings, 2006. 

ESCMID guidelines for the management of the 

infection control measures to reduce 

transmission of multidrug-resistant Gram 

negative bacteria in hospitalized patients, 

2014.）に基づいた耐性菌検出時の環境管理に

ついて、通常の対応とアウトブレイク時などに

強化された対応をまとめた。 

 

3）地域サーベイランスに基づいた薬剤耐性対

策（広島大学 大毛宏喜） 

a）地域サーベイランスシステムの評価（図 4） 

 広島大学院内感染症プロジェクト研究セン

ターは、県内 19 施設から MRSA、緑膿菌、ESBL

産生菌、CRE などの薬剤耐性菌株の収集を行っ

ている。これらの菌株について、分子疫学解析、

耐性機序解明、データベース化を行っており、

その結果を施設にフィードバックするととも

に、県内全体の薬剤耐性状況を経時的に監視し

ている。我が国で最初に IMP-6 型のメタロβラ

クタマーゼ産生を報告したのは、このサーベイ

ランスシステムであった。 

 

図 4. 広島大学院内感染症プロジェクト研究センター 

 

この地域サーベイランスには、広島県感染

症・疾病管理センターという県内全体の感染対

策を担っている県の行政機関も参加している。

プロジェクト研究センターの複数の構成員は、

県から専門委員を委嘱されており、耐性菌情報

の相互伝達を行っている。また専門員には医師

会の役員も加わり、大規模医療機関だけでなく、

医療法人や社会福祉法人の関連医療機関での

薬剤耐性対策を視野に入れている．さらに広島

県はNPO法人ひろしま感染症ネットワークを設

立しており、県内での薬剤耐性対策を推進する

ために中心となる人材育成を行っている。本法

人の役員には、プロジェクト研究センターのメ

ンバーが複数入っている。以上の組織とネット

ワークの構築により、有機的なサーベイランス

が可能になっている。 

b）広島大学病院での AMR 対策 

 広島大学病院では国の薬剤耐性アクション

プランに連動させた、独自の指針を 2016 年 5

月に策定した。指針の主な項目は、 

①抗微生物薬の適正使用推進 

②薬剤耐性状況の監視 

③院内感染対策 

④地域レベルでの対策ネットワークの構築 



6 
 

である。この中で③については、主要な感染症

の診断、治療に関して、院内統一の「抗微生物

薬使用プロトコール」の作成を行った。抗微生

物薬の適応、必要な検査、薬剤選択、投与方法、

投与期間、治療中の薬剤変更、投与終了基準、

無効時の対応などをルール化し、院内全体で診

療科に関係なく標準化した抗微生物薬使用を

推進することを目的としている。検査はカルバ

ペネム系薬など広域薬の使用前の血液培養な

ど必須の検査項目を定め、安易な empiric 治療

を防いでいる。また薬剤選択は、毎年更新する

アンチバイオグラムを基に行っている。救急・

集中治療領域からプロトコールを作成し、肺炎、

尿路感染、腹腔内感染（胆道感染、腹膜炎）、

細菌性髄膜炎、皮膚軟部組織感染症を対象とし

た。疾患によっては重症度分類をプロトコール

に記載し、推奨薬剤を変えた。また薬剤変更は

培養結果による修正を原則としている。プロト

コールの作成は。、主要診療科の代表者による

ワーキンググループで討議・決定し、院内感染

対策の委員会で承認することとした。 

c）地域レベルでの対策 

 院内感染防止対策加算により、多くの医療機

関で感染対策の素地が出来上がった一方で、薬

剤耐性菌による院内感染事例が、医院や高齢者

施設で発生した場合、その対処は容易でない。

広島県では、医院でMRSAの多発事例が発生し、

外来患者の一部は重篤な敗血症に陥った。直ち

に保健所の立ち入りによる指導が行われたが、

感染対策マニュアルの整備や原因解明と対策

の立案を、医院の医師が一人で行うのは困難で

あった。そこで地域の中核医療機関の感染制御

チームメンバーが訪問し、支援を行った。 

 この事例を教訓に、広島県では県内で薬剤耐

性菌による院内感染事例が発生した時に備え

て、支援チームの整備を進めている。県内を複

数の地区の分け、それぞれの地区の中核医療機

関（感染症指定医療機関が中心）の感染制御チ

ームが有事に支援を行う仕組みを、県主導で構

築している。県と支援医療機関、さらに地区医

師会の 3者による覚書を交わし、報酬や二次感

染の際の補償など細部を詰めた。そして支援チ

ームの標準化を図るために、NPO 法人ひろしま

感染症ネットワークで研修会を行っている。加

えて、平時より地区医師会と支援チームとの連

携を強化する目的で、お互いの顔が見える研修

会の開催を予定している。この仕組みは県が主

導することで実現可能となる。 

d）今後の問題点 

こうした地域連携活動を支える資金の問題、

人材育成の重要性、外来処方抗菌薬の使用量集

計方法の困難性、アウトブレイク改善支援チー

ム派遣に伴う、支援チームに対する補償の問題

など，いくつかの課題が残されている。 

 

4）介護施設における薬剤耐性菌対策について

の研究（岐阜大学 村上啓雄） 

岐阜県内介護保険施設等に対して、薬剤耐性

菌対策に関するアンケート調査を実施し(232

施設⇒回答 72 施設；回収率 31.0％)、実態把握

と課題の抽出を行った。 

感染対策指針・マニュアルは 93%の施設で、

ICT の結成は 97%の施設で整備されており、職

員講習も 92%の施設で実施されていた。ICT の

活動としては、高齢者施設に特有の褥瘡感染予

防策、肺炎予防策、排泄介助検討、食事衛生チ

ェックなどの活動が多く、施設内ラウンドは月

一回以上が約 30%、抗菌薬使用や耐性菌のサー

ベイランスはそれぞれ 10%、4%しか実施されて

いなかった。また感染防止に用いる擦式アルコ

ール手指消毒薬使用量は平均 1日 100ml と少な

く、各種 PPE 使用状況、消毒薬の使用方法、食

器・リネンの取り扱い方法などに適切でない部

分があることが明らかとなった。 

病原性微生物保有の有無によって利用を制

限している施設もあった（疥癬、インフルエン

ザ、ノロウイルス感染症で 30-40%、MRSA 以外

の薬剤耐性菌でも 40-70%）。また、感染症発生・

多発時の改善支援を依頼する連携施設を定め

ている施設は 17施設(28%)のみであった。 

介護保健施設での抗菌薬投与が最も頻度の

高い感染症は肺炎で次いで、尿路感染症、肺炎

以外の呼吸器感染症、皮膚・軟部組織感染症、

腹腔内感染症の順であったが、これらはいずれ

も内服抗菌薬が主体であった。これらの適正使

用が大きな課題であると考えられた。 
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肺炎における抗菌薬投与では、内服と注射が

ほぼ半分ずつであった。薬剤別ではペニシリン

系が最も多く、内服も注射もほぼ同数であった。

次いで多かったのはセフェム系で、注射薬が比

較的多めであった。次いでニューキノロン系で、

ほとんど内服であった。肺炎以外の呼吸器感染

症における抗菌薬投与は、いずれも内服が主体

であったが、セフェム系が最も多く、次いでペ

ニシリン系、ニューキノロン系、マクロライド

の順で処方されていた。 

 皮膚・軟部組織感染症における抗菌薬投与は、

ほとんど内服薬で、ニューキノロン系、ペニシ

リン系、セフェム系の順であった。 

尿路感染症における抗菌薬投与は、ニューキノ

ロン系(すべて内服)、ペニシリン系(4 分の 3は

内服)、セフェム系(約 6 割は内服)の順に多か

った。なお、腹腔内感染症は非常に少なく、ニ

ューキノロン系経口抗菌薬かセフェム系注射

薬が投与されていた。 

現場からの意見では、感染症および対策に対

する知識・技術・専門職の不足、感染防止対策

物品のコスト問題、連携する病院等とのネット

ワーク作りに関する改善点が指摘された。 

 

5）外来での抗菌薬適正使用を促す手法につい

ての研究（東北大学 具 芳明） 

 ベルギー、スウェーデンの抗菌薬使用ガイド

で取り上げられている疾患をもとに、国内の学

会が発表しているガイドラインを検索した。

2016年12月19日までに各学会が発表したガイ

ドラインのなかでは、日本鼻科学会は急性副鼻

腔炎、日本耳科学会は急性中耳炎のガイドライ

ンを発表していたが、泌尿器系学会は尿路感染

症のガイドラインを作成しておらず、消化器系

学会は急性胃腸炎のガイドラインを作成して

いなかった。日本感染症学会と日本化学療法学

会は合同で JAID/JSC 感染症治療ガイドを発表

しており、これは尿路感染症や急性胃腸炎を含

めさまざまな感染症をカバーしていた。これら

の国内ガイドラインのうち、15 ガイドラインを

今回の評価対象としてAGREEIIを用いて評価し

た（表 2）。15 個のうち 3ガイド 

ライン（7, 10, 14）はすでに Minds によって

評価が行われMindsホームページに掲載されて

いた。また、3ガイドライン（6, 7, 9）は近日

の改訂が予告されていたが、検討段階では改訂

版は発表されておらず改訂直前のタイミング

でガイドラインの評価を行うこととなった。 

ガイドラインごとの各領域別の獲得評点（%）

をみてみると、ガイドラインによって獲得評点

のばらつきが大きく、とくに領域 1（対象と目

的）、領域 3（作成の厳密さ）、ついで領域 2（利

害関係者の参加）、領域 6（編集の独立性）でば

らつきが大きかった。領域 4（提示の明確さ）

と領域 5（適用可能性）では比較的ばらつきが

少なかった。 
 

 
表 2.今回評価対象とした日本のガイドライン 

 

Minds に掲載されている 3 つのガイドライン

についての評価結果は、領域 6のばらつきは大

きいものの総じてばらつきが少なく獲得評点

は高い傾向が伺われた。一方で Minds に掲載さ

れていない 12 ガイドラインの評価結果は、領

域 3（作成の厳密さ）の獲得評点が低いガイド

ラインが多く、領域 1（対象と目的）や領域 6

（編集の独立性）のばらつきが大きかった。複

数の感染症を広く取り上げている日本感染症

学会・日本化学療法学会のガイド・ガイドライ

ンについての評価結果は、全体に獲得評点は低

く、とくに領域 3（作成の厳密さ）、領域 5（適

用可能性）、領域 6（編集の独立性）の低さが目

立つ結果であった。 
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6）抗菌薬使用動向調査の活用に関する研究 
（三重大学 村木優一） 

a)販売量に基づいた我が国における抗菌薬使用

動向調査 
我が国における経口薬および注射薬を含め

た抗菌薬使用量は 2009年から 2013年にかけて

14.7 から 15.8 DDDs/1,000 住民/日へ増加して

いた（図 5）。また、全体の使用量に対して経

口薬が平均 92.6%占めていた。経口薬において

は、第 3 世代セファロスポリン、マクロライド

系、フルオロキノロン系が全体の 77.1%を占め

ていた。 
 

 
図 5. 販売量に基づいた我が国での抗菌薬使用動向 
 

動物用医薬品、医薬部外品及び医療機器製造販

売高年報と販売量を合算したことによりヒト

用・動物用医薬品、飼料添加物を含めた日本の抗

菌薬使用量を明らかにした。ヒトと動物では抗菌

薬使用比率が異なり、動物用医薬品ではテトラサ

イクリンが繁用されていた（図 6）。 
 

 
図 6. ヒト用・動物用医薬品、飼料添加物を含めた

日本の抗菌薬使用量 

 

b)JACS と RICSS との連携体制の構築 

RICSS と連携するため、JACS の Web システムで

登録するために使用するフォーマット並びにマ

スター情報を共有した。今後、JACS で登録するフ

ォーマットをRICSSで受け取れるかの検討を行う

こととなった。 

各種学会などを通じて JACS の概要を説明し、

施設登録ならびに2010年から2015年までのデー

タ登録を呼びかけた（学会発表等、1〜9 参照）。

さらに三重県における JACS 登録施設を抽出し、

2014 年の抗菌薬使用量をまとめた。施設毎の比較

が可能となり、加算 1施設が他の施設に比較し使

用量が多いことが明らかとなった（図 7）。 

 
図 7．三重県感染対策支援ネットワークで JACS を 

利用して実施した抗菌薬使用量調査例 
 
ｃ）データ形式によらない、抗菌薬使用量算出方

法の検討 
レセプト情報、NDB、販売量データを利用し、

抗菌薬使用量を自動算出する DUAS の開発に着
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手した（医用工学研究所 北岡義国. 図 8, 9）。

まず、RICSS とのデータ連携を行うため、レセ

プト情報に基づいた入院患者における抗菌薬

使用量を対象とした。一連の動作確認を確認し

たため、来年度に検証、他のフォーマットでの

対応を行うこととした。 

図 8．データ形式によらない算出方法の 

自動化に向けた検討 

 

 

 
図 9．Drug Usage Aggregate System：DUAS 概要 

 

7）感染制御の地域連携支援と評価のためのツ

ールに関する研究（東海大学 藤本修平） 

a)RICSS の研究開発支援 

1. 仕様の検討、基本設計の再確認 

開発開始を前に、収集項目の感染対策、AMR

対策上の意義の確認を行った。これによって、

適切な集計法が決まった。 

MRSA の分離率（MRSA 分離患者/MRSA+MSSA の

分離患者数）について、MRSA と MSSA が重複し

て分離されている場合に、これを排除する方法

を検討した。MRSA の分離率の分布をデータとし

て示すことの意義、各施設の MRSA の分離率の

平均値を出すことの意義（母数の異なる集団の

率の平均の問題）、同様に、患者日で標準化し

た抗菌薬の使用量の平均をとることの意義に

ついても検討した。 

手指消毒薬の使用量モニタリングにおいて、組

成が少しずつ異なる製品についてそれを標準

化するために、当面、ローション、ゲル、フォ

ームに分け、それぞれ、3ml、1.5ml、1.2ml と

することにした。 

2. 事業に必要な仕様の検討 

① 参加施設登録申請、登録、管理 

RICSS では、診療報酬加算（感染防止対策加

算）1-2 の連携を基本グループとし、施設の参

加登録は、基本グループ責任者（加算 1の施設

が責任者となる）が、グループの構成員を自ら

とともにシステムに登録する。一旦、基本グル

ープの責任者あるいは、構成員として登録され

た施設は、加算の区分にかかわらず、任意グル

ープの責任者になって任意グループを登録で

きる。任意グループの責任者は、登録時にグル

ープの目的と構成員を申し出ることにしてい

る。基本グループ、任意グループの登録を Web

システム化し、省力化を図りながら、悪意にも

とづいた不正な登録を避けるための仕組みを

考えた（図 10, 図 11）。 

 
図 10．Web を介したグループ登録法（基本グループ登録） 

 
 
 

A: 元ファイル 
B: マスタファイル 
C: 集計ファイル 
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図 11．Web を介したグループ登録法（任意グループ登録） 

 

基本グループへの登録では、申し出者（加算

区分 1の施設）が登録したメールアドレス宛て

に、システムから案内およびパスワードを含む

認証サイトの URL を送り、一定時間以内に認証

サイトにアクセスした施設を承認待ち行列に

入れ、事務局が Web 画面から、申請内容を確認

して承認するという手順にし、AMED での開発

（開発期間後半での改良開発）で実装した。 

また基本グループの責任者は、構成員の入力

データを参照できることとした。 

②管理者からの各グループの統計量参照 

RICSS では、①に記した方法で、基本グルー

プにおいて責任者がグループの統計量ととも

に、個々の施設の入力データを確認することで

精度の維持を行う。すなわち、加算区分 1-2 連

携において適切な連携が行われていることを

前提に精度保証をしている。一方、システム管

理者（事業者; 事業化後は国立国際医療研究セ

ンターの担当部署）は、個々の施設の入力デー

タを見ることはできないため、何らかの管理方

法が必要になる。そこで、各グループの統計量

の一覧を出力し、それによって、外れ値など管

理者が不適切な数字を検出し、その数字を出し

ているグループの責任者に連絡を取る方法を

用意することにした。この管理方法の仕組みに

ついて検討し、AMED での開発（開発期間後半で

の改良開発）で実装した。今後、一覧表内で、

外れ値を明示できる方法などの改良を考えて

いる。 

b) RICSS 2DCM-web の提案 

耐性菌の地域での拡散を検証し可視化する

ツールとしてすでにJANISでも用いられている

webアプリケーション2DCM-webを利用する可能

性について検討した。2DCM 解析に必要な情報は、

RICSS でも利用している JANIS 検査部門還元情

報の一つであるCSVファイルに全て含まれてい

る。そこで、解析を行う代表施設が、解析対象

施設からCSVファイルを集めてこれを解析する

仕組みを検討した。2DCM-web システムは 1,000

株程度までの解析を行うことができるが、複数

施設になると解析対象菌株数がそれを超える

可能性がある。そこで、JANIS 検査部門の

2DCM-web において、CRE など複数菌種にまたが

る耐性菌を解析するために、平成 28 年度末に

実装を行った「耐性菌条件警告・案内定義メッ

セージ」による菌の絞り込みを利用して、複数

施設での解析を検討し、可能であることを確認

した。RICSS 2DCM-web と名付け、事業化時に、

実装することを検討している。 

 
図 12．地域での耐性菌の拡散を見える化する 

RICSS 2DCM-web 

また、「耐性菌条件警告・案内定義メッセー

ジ」による菌の絞り込みは、地域で特定の耐性

の菌が拡散している可能性を検証するツール

としても活用できることから、実装が望ましい

と考え、分担研究者がこれまで厚生労働科学研

究費補助金により、平成 20 年度より開発を行

ってきた（厚生労働科学研究費補助金（新興・

再興感染症研究事業）「薬剤耐性菌等に関する

研究」（H18-新興-11）総合研究報告書（分担研

究報告）『薬剤耐性菌情報等に関する情報伝

達・解析システムの改良・強化』群馬大学大学

院医学系研究科生体防御機構学講座細菌学 藤

本修平）ものを一部改良した。 

C)RICSS AMR Dashboard の提案 
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AMR アクションプランの中で One Healthの考

えが述べられているが、現在、One Health の概

念に見合った双方向的な情報還元機能を持つ

システムは国の内外に存在しない。RICSS には、

視覚的データ還元を双方的なインターフェイ

スで行う機能があるため、これを活かして AMR

の情報センターとして利用することはできな

いかという要望を受け、RICSS とシステムの構

成要因を共有しながら、別なデータベースとし

てデータを保持、公開する RICSS AMR dashboard

を提案した。 

 

Ｄ. 考察 

本研究では、AMR 対策アクションプランを踏

まえて、一般の細菌検査室でも実施可能な簡

便・安価なβ-ラクタマーゼの型鑑別法の開発、

CPE に対する感染対策フローチャートの作成、

多剤耐性グラム陰性桿菌検出時の環境管理に

ついての文献的検討、感染制御の地域連携ネッ

トワークの構築と問題点の洗い出しに着手し

た。耐性菌の検出、環境を含めた対策、ネット

ワークといずれも「感染予防・管理」上重要な

要素であり、我が国で地域連携に基づいた薬剤

耐性菌対策を普及させる上で重要な資料にな

ると考えられる。フローチャートは、すでに環

境感染学会多剤耐性菌感染制御員会からのポ

ジションペーパーに反映されることとなった。

高齢者介護施設における薬剤耐性菌対策の現

状調査では、アンケート回収率は 31%であった

が、施設の特性を考えれば決して回答率は低い

というわけではなく、その現状と問題点につい

ての貴重な情報が得られた。次年度以降の感染

制御指針策定に参考になる基礎資料となると

考えられた。また、我が国で策定されている、

市中感染症治療に対するガイドラインについ

ては、作成の緻密さや編集の独立性において問

題のあるものが多く、今後ガイドラインや手引

を作成していく上での問題が指摘された。 
AMR 対策アクションプランの目標を達成して

いくにあたり、今後我が国での「動向調査・監

視」の面において重要な役割を果たすことにな

ると考えられる RICSS の開発を支援した。特に

抗菌薬使用量を集計・解析する際に、レセプト

情報、NDB、販売量データなどデータソースに

よらない自動化システム DUAS を、追加予算を

得て開発した。今後耐性菌検出や抗菌薬使用量、

様々な感染対策の指標をモニタリングするこ

とが日常的になっていく中で、汎用性があり簡

便に集計・アウトプットができるシステムは必

須であり、今後事業化・運用されていく上で、

さらに改善に向けた検討を続けていきたい。

RICSS の運用試用では、当研究班員の施設も協

力予定である。 

 

Ｅ. 結論 

 本研究では、本年度は AMR 対策アクションプ

ランの「感染予防・管理」において重要な要素

となる、耐性菌検出法の開発、CPE 感染対策フ

ローチャートの作成、多剤耐性グラム陰性桿菌

検出時の環境管理、感染制御の地域連携ネット

ワークの構築に着手した。また、高齢者介護施

設における薬剤耐性菌対策の現状と問題点を

把握し、次年度以降の感染制御指針策定に大い

に参考になる基礎資料となった。さらに我が国

で策定されている市中感染症治療に対するガ

イドラインを評価し、今後ガイドラインや手引

を作成していく上で参考となる資料となった。 

 「動向調査・監視」においては、我が国での

抗菌薬使用データを解析し、内服薬・注射薬の

我が国での使用状況の特徴を明らかにすると

ともに、今後我が国で地域連携ネットワークに

基づいた感染制御に必須となる情報共有シス

テムである RICSS の開発を支援し、データソー

スによらない抗菌薬使用量・解析システムであ

る DUAS を開発した。 
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